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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　誘電エラストマーアクチュエータと、
　前記誘電エラストマーアクチュエータにより操作され、所定の外力が作用する被操作物
と、
　前記誘電エラストマーアクチュエータに対する印加電圧を制御するとともに、前記誘電
エラストマーアクチュエータの静電容量を測定する制御部とを備え、
　前記制御部は、印加電圧と、測定された前記静電容量とに基づいて前記被操作物を介し
て得られる前記外力を演算し、前記外力を所定の目標値に近づけるように印加電圧を制御
することを特徴とする外力制御装置。
【請求項２】
　前記制御部は、印加電圧と、前記被操作物に前記外力が作用していない状態において前
記印加電圧を印加した際の静電容量と、前記測定された静電容量とに基づいて前記被操作
物を介して得られる前記外力を演算することを特徴とする請求項１に記載の外力制御装置
。
【請求項３】
　前記目標値は、当該外力制御装置が取り付けられる取付対象の運動状態に基づいて設定
されることを特徴とする請求項１又は請求項２に記載の外力制御装置。
【請求項４】
　前記外力は、前記被操作物に作用する流体圧であることを特徴とする請求項１～３のい
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ずれか一項に記載の外力制御装置。
【請求項５】
　前記被操作物は、移動体の空力機器、風車の羽根、又は帆船の帆であることを特徴とす
る請求項４に記載の外力制御装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、外力制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　外力制御装置として、車両後部に取り付けられるリアスポイラ装置が知られている。リ
アスポイラ装置は、リアスポイラに沿って流れる空気流によって、車両を路面に押し付け
る外力（ダウンフォース）を得ることにより車両姿勢を安定化させる。また、特許文献１
及び特許文献２には、リアスポイラを操作可能な可動構造として、車両の速度、ヨーレー
ト、気流の風速、風向き等に基づいてリアスポイラを操作して、リアスポイラを介して得
られる外力を制御するリアスポイラ装置が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１４－１３３４３７号公報
【特許文献２】特開平２－１７５３８７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、リアスポイラ等の被操作物を介して得られる外力を、被操作物を操作するこ
とにより制御する外力制御装置においては、被操作物が置かれている環境状態の変化に起
因して、操作後に得られる外力に変動が生じることがあった。こうした外力の変動を抑制
する方法として、被操作物が置かれている環境状態を考慮して被操作物を操作することが
考えられる。しかしながら、環境状態を示すパラメータは、例えば、気流の風速、風向き
、気圧、気温、湿度というように多岐にわたるため、環境状態を示すパラメータを測定し
、その測定値に基づいて被操作物を操作するためには、多数の測定装置を設ける必要があ
る。
【０００５】
　この発明は、こうした実情に鑑みてなされたものであり、その目的は、環境状態を測定
する測定装置の増加や環境状態に起因する外力の変動を抑制することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決する外力制御装置は、誘電エラストマーアクチュエータと、前記誘電エ
ラストマーアクチュエータにより操作され、所定の外力が作用する被操作物と、前記誘電
エラストマーアクチュエータに対する印加電圧を制御するとともに、前記誘電エラストマ
ーアクチュエータの静電容量を測定する制御部とを備え、前記制御部は、印加電圧と、前
記測定された前記静電容量とに基づいて前記被操作物を介して得られる前記外力を演算し
、前記外力を所定の目標値に近づけるように印加電圧を制御する。
【０００７】
　上記構成においては、被操作物を操作する誘電エラストマーアクチュエータを、被操作
物を介して得られる外力の検出部として用いている。そして、外力を目標値に近づける外
力フィードバック制御によって、印加電圧を制御して被操作物を変位させている。
【０００８】
　これにより、被操作物が置かれている環境状態（例えば、気流の風速や風向き）の変化
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に起因して、被操作物を介して得られる外力が変化したとしても、その変化を打ち消して
目標とする外力が得られる状態に被操作物が変位する。したがって、被操作物を介して得
られる外力に、環境状態の変化に起因した変動が生じ難くなる。
【０００９】
　また、上記構成の場合には、環境状態の変化に起因した変動を抑制するために、気流の
風速や風向き等の環境状態を示すパラメータを測定し、その測定結果を目標値の設定に反
映させる必要がない。そのため、目標値の設定に用いる環境状態を示すパラメータの数、
及び環境状態を測定する測定装置の数を減らすことができる。
【００１０】
　上記外力制御装置において、前記制御部は、印加電圧と、前記被操作物に前記外力が作
用していない状態において前記印加電圧を印加した際の静電容量と、測定された静電容量
とに基づいて前記被操作物を介して得られる前記外力を演算することが好ましい。
【００１１】
　上記構成によれば、誘電エラストマーアクチュエータの静電容量に基づいて、被操作物
を介して得られる外力を容易に演算することができる。
　上記外力制御装置において、前記目標値は、当該外力制御装置が取り付けられる取付対
象の運動状態に基づいて設定されることが好ましい。
【００１２】
　上記構成によれば、取付対象の運動状態に適した外力が得られる状態に被操作物を変位
させつつ、環境状態に起因して適切な外力が得られない場合には、外力フィードバック制
御によって、適切な外力が得られる状態に被操作物を更に変位させることができる。
【００１３】
　上記外力制御装置において、前記外力は、前記被操作物に作用する流体圧であることが
好ましい。
　制御対象となる外力が流体圧である場合には、誘電エラストマーアクチュエータを検出
部として用いた外力フィードバック制御がより好適に機能する。
【００１４】
　上記外力制御装置において、前記被操作物は、移動体の空力機器、風車の羽根、又は帆
船の帆等が挙げられる。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明の外力制御装置によれば、環境状態を測定する測定装置の増加や環境状態に起因
する外力の変動を抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】リアスポイラ装置の概略図。
【図２】誘電エラストマーアクチュエータの概略図。
【図３】誘電エラストマーアクチュエータにおける印加電圧と静電容量との関係を示す相
関図。
【図４】印加電圧を決定する処理手順を示すフローチャート。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、外力制御装置を車両のリアスポイラ装置に具体化した一実施形態について説明す
る。
　図１に示すように、車両Ａのリア側に設けられるリアスポイラ装置１０は、誘電エラス
トマーアクチュエータ１１（ＤＥＡ：Dielectric Elastomer Actuator）と、誘電エラス
トマーアクチュエータ１１により操作される可動スポイラ１２（被操作物）と、誘電エラ
ストマーアクチュエータ１１に対する印加電圧を制御する制御部１３とを備えている。
【００１８】
　図２に示すように、誘電エラストマーアクチュエータ１１は、誘電エラストマーからな
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るシート状の誘電部２０と、導電エラストマーからなり、誘電部２０の厚さ方向の両側に
配置された正極電極２１及び負極電極２２が複数、積層された多層構造体である。また、
誘電エラストマーアクチュエータ１１の最外層には絶縁層２３が積層されている。誘電エ
ラストマーアクチュエータ１１は、正極電極２１と負極電極２２との間に直流電圧が印加
されると、印加電圧の大きさに応じて、誘電部２０が厚さ方向に圧縮されるとともに誘電
部２０の面に沿った方向に伸張するように変形する。
【００１９】
　誘電部２０を構成する誘電エラストマーは特に限定されるものではなく、公知の誘電エ
ラストマーアクチュエータに用いられる誘電エラストマーを用いることができる。上記誘
電エラストマーとしては、例えば、架橋されたポリロタキサン、シリコーンエラストマー
、アクリルエラストマー、ウレタンエラストマーが挙げられる。これら誘電エラストマー
のうちの一種を用いてもよいし、複数種を併用してもよい。
【００２０】
　正極電極２１及び負極電極２２を構成する導電エラストマーは特に限定されるものでは
なく、公知の誘電エラストマーアクチュエータに用いられる導電エラストマーを用いるこ
とができる。上記導電エラストマーとしては、例えば、絶縁性高分子及び導電性フィラー
を含有する導電エラストマーが挙げられる。
【００２１】
　上記絶縁性高分子としては、例えば、架橋されたポリロタキサン、シリコーンエラスト
マー、アクリルエラストマー、ウレタンエラストマーが挙げられる。これら絶縁性高分子
のうちの一種を用いてもよいし、複数種を併用してもよい。上記導電性フィラーとしては
、例えば、ケッチェンブラック（登録商標）、カーボンブラック、銅や銀等の金属粒子が
挙げられる。これら導電性フィラーのうちの一種を用いてもよいし、複数種を併用しても
よい。
【００２２】
　絶縁層２３を構成する絶縁エラストマーは特に限定されるものではなく、公知の誘電エ
ラストマーアクチュエータの絶縁部分に用いられる公知の絶縁エラストマーを用いること
ができる。上記絶縁エラストマーとしては、例えば、架橋されたポリロタキサン、シリコ
ーンエラストマー、アクリルエラストマー、ウレタンエラストマーが挙げられる。これら
絶縁エラストマーのうちの一種を用いてもよいし、複数種を併用してもよい。
【００２３】
　誘電部２０の厚さは、例えば、２０～２００μｍである。正極電極２１及び負極電極２
２の厚さは、例えば、１０～１００μｍである。絶縁層２３の厚さは、例えば、１０～１
００μｍである。なお、以下では、「誘電エラストマーアクチュエータ１１」を単に「Ｄ
ＥＡ１１」として記載する。
【００２４】
　また、可動スポイラ１２は、車両Ａの外部において車幅方向に延在するスポイラ本体１
２ａと、ＤＥＡ１１とスポイラ本体１２ａとの間を接続するリンク機構１２ｂとを備えて
いる。
【００２５】
　スポイラ本体１２ａは、車両Ａに対して、前後方向に対する角度を、最小展開位置から
最大展開位置の間で無段階に変更可能に取り付けられている。リンク機構１２ｂは、ＤＥ
Ａ１１の伸縮動作に基づく駆動力をスポイラ本体１２ａに伝達することにより、スポイラ
本体１２ａを変位させる。リンク機構１２ｂとしては、例えば、ラックアンドピニオン等
の公知の変倍機構を用いることができる。リンク機構１２ｂの変倍率は、例えば、十倍～
数十倍であることが好ましい。
【００２６】
　制御部１３は、車両Ａに備えられるバッテリ等の電源（図示略）からＤＥＡ１１に印加
される印加電圧を制御する。制御部１３において、ＤＥＡ１１に対する印加電圧が変更さ
れると、ＤＥＡ１１は印加電圧の大きさに応じた形状に変形する。そして、ＤＥＡ１１の
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変形量に基づいて、リンク機構１２ｂを介してスポイラ本体１２ａの前後方向に対する角
度、即ち可動スポイラ１２の位置が変更される。また、ＤＥＡ１１に対する印加電圧が一
定に維持されることにより、可動スポイラ１２の位置が固定される。そして、制御部１３
は、この印加電圧に比べて十分小さな交流電圧を印加電圧に加えることで、ＤＥＡ１１の
静電容量を測定する。
【００２７】
　以下、制御部１３について、ＤＥＡ１１に対する印加電圧を制御する構成を具体的に説
明する。
　制御部１３は、ＤＥＡ１１の形状と印加電圧と静電容量との関係に基づいて、車両Ａの
運動状態に適したダウンフォース（外力）が得られる位置に可動スポイラ１２が変位する
ように、ＤＥＡ１１に対する印加電圧を設定する。
【００２８】
　ＤＥＡ１１の静電容量は、ＤＥＡ１１の電極間の間隔に反比例し、電極の面積（対向面
積）に比例するパラメータであり、ＤＥＡ１１の形状に応じて変化する。そのため、ＤＥ
Ａ１１に対して、大きな電圧が印加されて、誘電部２０の厚さ方向の圧縮及び面方向の伸
長に基づく変形量が増大すると、ＤＥＡ１１の静電容量も増大する。したがって、図３に
示すように、ＤＥＡ１１の印加電圧と静電容量との間には、一方が大きくなるに従って他
方も大きくなる相関関係が成立している。そして、ＤＥＡ１１の形状（変形量）と静電容
量との間には、互いに変換可能な相関関係が成立している。
【００２９】
　また、ＤＥＡ１１に対して変形を阻害する外力が作用している状態においてＤＥＡ１１
に電圧が印加されると、外力が作用していない状態と比較してＤＥＡ１１の変形量が減少
する。その結果、図３に示すように、印加電圧が同じであっても、ＤＥＡ１１の静電容量
は減少する。したがって、ＤＥＡ１１に外力が作用している状態と外力が作用していない
状態との間の静電容量の相違は、ＤＥＡ１１に作用している外力の大きさを示すパラメー
タと見なすことができる。本実施形態においては、こうしたＤＥＡ１１のセルフセンシン
グ特性を利用することにより、印加電圧及び静電容量から外力（ダウンフォース）を推定
している。
【００３０】
　図１に示すように、制御部１３は、記憶部１４を備えている。記憶部１４には、ＤＥＡ
１１における印加電圧と静電容量との相関関係を示す第１特性値と、車両Ａの運動状態と
目標とする外力（ダウンフォース）に対応する外力パラメータとの相関関係を示す第２特
性値とが保存されている。
【００３１】
　第１特性値は、図３に示すように、可動スポイラ１２に外力（ダウンフォース）が働か
ない状態（以下、基準状態という。）、即ち無風の環境内で車両Ａが静止している状態に
おける印加電圧と静電容量との相関関係を示すものであり、マップとして記憶部１４に保
存されている。第１特性値は、車両Ａにリアスポイラ装置１０を取り付けた状態を想定し
たシミュレーション又は事前の測定により求めることができる。
【００３２】
　第２特性値は、車両Ａの運動状態を示すパラメータとしての走行速度及び操舵角と、車
両Ａの運動状態に適したダウンフォースを、上述した静電容量の減少量に換算した外力パ
ラメータの目標値との相関関係を示すものであり、マップとして記憶部１４に保存されて
いる。第２特性値は、車両Ａにリアスポイラ装置１０を取り付けた状態を想定したシミュ
レーション又は事前の測定試験により求めることができる。
【００３３】
　次に、制御部１３において、印加電圧を決定する処理手順について説明する。
　図１及び図４に示すように、車両Ａの走行状態が予め設定された所定値以上になると制
御が開始され、制御部１３には、車両Ａに備えられる速度センサ及び操舵角センサ等の計
測部Ａ１から現在の走行速度及び操舵角が入力される。制御部１３は、入力された走行速
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度及び操舵角と、記憶部１４に記憶された第２特性値とに基づいて、現在の運動状態に適
したダウンフォースを上記静電容量の減少量に換算した外力パラメータの目標値Ｆ０を決
定する（ステップＳ１）。
【００３４】
　次に、制御部１３は、予め設定された印加電圧Ｖ０をＤＥＡ１１に印加する（ステップ
Ｓ２）。これにより、ＤＥＡ１１が変形するとともに、その変形量に基づいて可動スポイ
ラ１２が変位する。そして、制御部１３は、印加電圧Ｖ０にて印加した際のＤＥＡ１１の
静電容量を測定する。
【００３５】
　次に、制御部１３は、図３に示す第１特性値に基づいて、基準状態において印加電圧Ｖ

０を印加した場合のＤＥＡ１１の静電容量である基準値Ｃ０を求めるとともに、外力パラ
メータの測定値Ｆ１として、静電容量の基準値Ｃ０と静電容量の測定値Ｃ１との間の減少
量（Ｃ０－Ｃ１）を演算する（ステップＳ３）。
【００３６】
　次に、制御部１３は、外力パラメータの測定値Ｆ１が目標値Ｆ０未満であるか否かを判
定する（ステップＳ４）。ステップＳ４において、測定値Ｆ１が目標値Ｆ０未満である場
合（ＹＥＳ）には、ＤＥＡ１１への印加電圧を、現在の印加電圧に予め設定された所定量
を加算した印加電圧Ｖｕｐに上昇させる（ステップＳ５）。印加電圧を上昇させると、Ｄ
ＥＡ１１の変形量が増大し、可動スポイラ１２は、ダウンフォースを大きくする方向へと
変位する。
【００３７】
　ステップＳ５の後は、ステップＳ３へと戻る。ステップＳ５の後のステップＳ３におい
ては、制御部１３は、第１特性値に基づいて、基準状態において印加電圧Ｖｕｐを印加し
た場合のＤＥＡ１１の静電容量である基準値Ｃ０を求める。そして、印加電圧Ｖｕｐにて
印加した際のＤＥＡ１１の静電容量の測定値Ｃ１と基準値Ｃ０から外力パラメータの測定
値Ｆ１（＝Ｃ０－Ｃ１）を演算する。
【００３８】
　また、ステップＳ４において、外力パラメータの測定値Ｆ１が目標値Ｆ０以上である場
合（ＮＯ）には、制御部１３は、測定値Ｆ１が目標値Ｆ０を超えるか否かを判定する（ス
テップＳ６）。ステップＳ６において、測定値Ｆ１が目標値Ｆ０を超える場合（ＹＥＳ）
には、ＤＥＡ１１への印加電圧を、現在の印加電圧から予め設定された所定量を減算した
印加電圧Ｖｄｏｗｎに降下させる（ステップＳ７）。印加電圧を降下させると、ＤＥＡ１
１の変形量が減少し、可動スポイラ１２は、ダウンフォースを小さくする方向へと変位す
る。
【００３９】
　ステップＳ７の後は、ステップＳ３へと戻る。ステップＳ７の後のステップＳ３におい
ては、制御部１３は、第１特性値に基づいて、基準状態において印加電圧Ｖｄｏｗｎを印
加した場合のＤＥＡ１１の静電容量である基準値Ｃ０を求める。そして、印加電圧Ｖｄｏ

ｗｎにて印加した際のＤＥＡ１１の静電容量の測定値Ｃ１と基準値Ｃ０から外力パラメー
タの測定値Ｆ１（＝Ｃ０－Ｃ１）を演算する。また、ステップＳ６において、外力パラメ
ータの測定値Ｆ１が目標値Ｆ０を超えない場合（ＮＯ）、即ち測定値Ｆ１が目標値Ｆ０で
ある場合には、制御部１３は、ＤＥＡ１１への印加電圧を維持する。
【００４０】
　そして、制御部１３は、車両Ａの走行速度が所定値以上である間、上記のフローを所定
の周期で繰り返し実行して印加電圧を制御することにより、車両Ａの運動状態に適したダ
ウンフォース（外力）が得られる位置に可動スポイラ１２を変位させる。なお、ＤＥＡ１
１に電圧が印加されている状況においては、ステップＳ１，Ｓ２は省略され、ステップＳ
３において現在の印加電圧を用いた外力パラメータの測定値Ｆ１の演算が実行される。こ
こで、ステップＳ５，Ｓ７からステップＳ１に戻してもよい。この場合でもステップＳ２
は省略される。
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【００４１】
　次に、本実施形態の作用及び効果について説明する。
　（１）リアスポイラ装置１０は、誘電エラストマーアクチュエータ（ＤＥＡ）１１と、
ＤＥＡ１１により操作され、ダウンフォースが作用する可動スポイラ１２と、ＤＥＡ１１
に対する印加電圧を制御するとともに、ＤＥＡ１１の静電容量を測定する制御部１３とを
備える。制御部１３は、印加電圧と測定されたＤＥＡ１１の静電容量とに基づいて、可動
スポイラ１２を介して得られるダウンフォースに対応する外力パラメータを演算し、演算
により得られた外力パラメータの測定値Ｆ１を目標値Ｆ０に近づけるように印加電圧を制
御する。
【００４２】
　上記構成においては、可動スポイラ１２を操作するＤＥＡ１１を、可動スポイラ１２を
介して得られるダウンフォースに対応する外力パラメータの検出部として用いている。そ
して、外力パラメータを目標値に近づける外力フィードバック制御によって、印加電圧を
制御して可動スポイラ１２を変位させている。
【００４３】
　これにより、可動スポイラ１２が置かれている環境状態（例えば、気流の風速や風向き
）の変化に起因して、可動スポイラ１２を介して得られるダウンフォースが変化したとし
ても、その変化を打ち消して目標とするダウンフォースが得られる状態に可動スポイラ１
２が変位する。したがって、可動スポイラ１２を介して得られるダウンフォースに、環境
状態の変化に起因した変動が生じることが抑制される。
【００４４】
　そして、上記構成の場合には、環境状態の変化に起因した変動を抑制するために、気流
の風速や風向き等の環境状態を示すパラメータを測定し、その測定結果を目標値の設定に
反映させる必要がない。そのため、目標値の設定に用いる環境状態を示すパラメータの数
、及び環境状態を測定する測定装置の数を減らすことができる。その結果、装置の小型化
及び軽量化を図ることができる。
【００４５】
　また、環境状態を示すパラメータを測定し、環境状態を考慮して可動スポイラ１２を操
作する構成とした場合には、測定対象外としたパラメータの影響が避けられないという問
題がある。また、測定対象のパラメータについても、正確に測定すること自体が難しいと
いう問題もある。一方、上記構成とした場合には、ＤＥＡ１１により検出される外力パラ
メータが、ダウンフォースに影響を与える環境状態を内在したものとなるため、上記のよ
うな問題は生じ難い。
【００４６】
　（２）ＤＥＡ１１に対する印加電圧を維持することにより、可動スポイラ１２の位置を
固定している。
　上記構成によれば、可動スポイラ１２の位置を固定するためのロック機構等を設ける必
要がない。また、原則的に、ＤＥＡ１１に対する印加電圧を維持すること自体には電力を
要さないため、可動スポイラ１２の位置を固定するための電力消費を小さくできる。
【００４７】
　（３）制御部１３は、印加電圧と、可動スポイラ１２にダウンフォース（外力）が作用
していない状態において上記印加電圧を印加した際の静電容量（基準値Ｃ０）と、測定さ
れた静電容量（測定値Ｃ１）とに基づいて外力パラメータの測定値Ｆ１を演算する。
【００４８】
　上記構成によれば、ＤＥＡ１１の静電容量に基づいて、可動スポイラ１２を介して得ら
れるダウンフォースに対応する外力パラメータを容易に演算することができる。
　（４）外力パラメータの目標値Ｆ０は、車両Ａの運動状態（走行速度及び操舵角）に基
づいて設定される。
【００４９】
　上記構成によれば、車両Ａの運動状態に適したダウンフォースが得られる状態に可動ス
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ポイラ１２を変位させつつ、環境状態に起因して適切なダウンフォースが得られない場合
には、外力フィードバック制御によって、適切なダウンフォースが得られる状態に可動ス
ポイラ１２を更に変位させることができる。
【００５０】
　（５）制御対象となる外力が流体圧である。
　制御対象となる外力が流体圧である場合には、ＤＥＡ１１を検出部として用いた外力フ
ィードバック制御がより好適に機能する。
【００５１】
　なお、本実施形態は、以下のように変更して実施することができる。本実施形態及び以
下の変更例は、技術的に矛盾しない範囲で互いに組み合わせて実施することができる。
　・ＤＥＡ１１は、被操作物を変位させるものであってもよいし、被操作物を変形させる
ものであってもよい。
【００５２】
　・被操作物を介して得られる外力を、被操作物を変位させることによって制御する外力
制御装置であれば、リアスポイラ装置１０等の車両用のスポイラ装置以外の外力制御装置
にも適用することができる。
【００５３】
　例えば、車両に関して、ポリプロピレン等の弾性樹脂材等により形成された変形可能な
外装部分（例えば、ノーズ部分、テール部分）を被操作物として、外装部分を操作するこ
とによって、車両の運動状態等に応じた適切な流体圧が得られるように車両の外形状を変
化させる外力制御装置であってもよい。また、流体圧を外力として制御する外力制御装置
としては、車両、飛行機、船等の移動体の空力機器、風車の羽根を被操作物として操作す
る外力制御装置、帆船の帆を被操作物として操作する外力制御装置が挙げられる。
【００５４】
　更に、被操作物に作用する荷重を外力として制御する外力制御装置であってもよい。例
えば、車両等の座席の座部を被操作物として、着座者の体重や体形等に応じて、座部に作
用する荷重が座り心地が良いものとなるように座部を変位させる外力制御装置であっても
よい。
【００５５】
　・上記実施形態では、ＤＥＡ１１は、被操作物のリンク機構１２ｂに接続されていたが
、リンク機構１２ｂを省略して、被操作物における外力が直接作用する部分（スポイラ本
体１２ａ）にＤＥＡ１１を直接、接続してもよい。
【００５６】
　・上記実施形態では、一つの被操作物に対して一つのＤＥＡ１１が接続されていたが、
一つの被操作物に対して、それぞれ独立した電圧が印加される複数のＤＥＡ１１を接続し
てもよい。この場合には、被操作物をより複雑に変位させることができる。
【００５７】
　・被操作物により得られる外力に対応する外力パラメータは、静電容量の基準値Ｃ０と
測定値Ｃ１を変数として被操作物を介して得られる外力に対応するものであれば、静電容
量の基準値Ｃ０と測定値Ｃ１との間の減少量（Ｃ０－Ｃ１）に限定されるものではない。
例えば、静電容量の基準値Ｃ０と測定値Ｃ１と予め記憶されたマップや関係式とから外力
Ｆ１そのもの値を演算し、演算した外力を用いて上記の外力フィードバック制御を実行し
てもよい。
【００５８】
　・所定の目標値に対応する外力パラメータの目標値は、取付対象の運動状態を示すパラ
メータ及び被操作物が置かれている環境状態を示すパラメータの両方に基づいて設定して
もよいし、環境状態を示すパラメータのみに基づいて設定してもよい。また、外力パラメ
ータの目標値を印加電圧に応じて変化する値としてもよい。さらに、外力パラメータの目
標値を、環境状態や運動状態によらない一定値（例えば、零や極小値）としてもよい。
【００５９】
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　・上記実施形態では、第１特性値及び第２特性値をマップとして記憶部１４に保存して
いたが、第１特性値及び第２特性値は、近似式等の関係式であってもよい。また、この場
合には、第１特性値及び第２特性値を記憶部１４に保存する構成に代えて、第１特性値及
び第２特性値の関係式に対応する演算回路を設けてもよい。
【００６０】
　・第２特性値の設定に用いられる基準状態は、外力が生じていないと仮定できる状態に
限定されるものではなく、制御対象となる外力の種類や取付対象等に応じて適宜、変更す
ることができる。
【００６１】
　・外力パラメータの測定値を目標値に近づけるために、印加電圧を上昇させるか、降下
させるかは、ＤＥＡ１１及び被操作物の配置や構成（例えば、リンク機構における運動方
向の変換の有無）に応じて適宜、設定される。また、これまでの履歴を参照して印加電圧
を上昇させるか、降下させるかを設定してもよい。例えば、前回の電圧上昇により外力パ
ラメータの測定値と目標値との差が前々回の差よりも大きくなった場合には、今回は電圧
降下させるように制御する。この場合には、ＤＥＡ１１及び被操作物の配置や構成からで
は、外力パラメータの測定値を目標値に近づけるために印加電圧を上昇させるか、降下さ
せるかが不明であっても、印加電圧を適切に変化させることができる。
【００６２】
　・外力制御装置は、取付対象の運動状態を示すパラメータや、被操作物が置かれている
環境状態を示すパラメータを計測する計測部を備えるものであってもよい。
【符号の説明】
【００６３】
　Ａ…車両（取付対象）、Ａ１…計測部、１０…リアスポイラ装置（外力制御装置）、１
１…誘電エラストマーアクチュエータ（ＤＥＡ）、１２…可動スポイラ（被操作物）、１
２ａ…スポイラ本体、１２ｂ…リンク機構、１３…制御部、１４…記憶部、２０…誘電部
、２１…正極電極、２２…負極電極、２３…絶縁層。
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